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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第２期

第２四半期
連結累計期間

第３期
第２四半期
連結累計期間

第２期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 38,962 41,953 88,790

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △421 △1,555 1,297

四半期純損失(△)又は当期純利益 (百万円) △263 △1,011 601

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △104 △1,302 513

純資産額 (百万円) 50,689 49,164 51,884

総資産額 (百万円) 100,212 103,943 107,355

１株当たり四半期純損失金額(△)
又は当期純利益金額

(円) △16.22 △62.37 37.05

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 46.2 43.2 44.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 253 △531 1,165

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △1,006 △545 △4,741

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 524 △1,411 47

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 15,944 10,193 12,696
 

 

回次
第２期

第２四半期
連結会計期間

第３期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △46.14 △46.08
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第２期第２四半期連結累計期間及び第３期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第２期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社、子会社及び関連会社）及び当社の関係会社において営

まれている事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、当社は、平成26年４月１日、当社を存続会社として、当社の連結子会社であった株式会社高岳製作所及び東

光電気株式会社を消滅会社とする吸収合併を行い、当社の商号を株式会社東光高岳に変更いたしました。

また、第１四半期連結会計期間において、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての変更

及び追加がありました。以下の内容は、変更及び追加が生じた事項も含めて、変更後の「事業等のリスク」の全文を

一括して記載したものであります。

なお、本文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において、当社グループが判断した

ものであります。

(1) 特定事業への依存について

電力機器の生産販売をコア事業とする当社グループは、電力会社に製品を販売する比率が高いため、電力会社

の設備投資額の増減と内容により、業績が大きく左右されるリスクがあります。

(2) 製品品質

当社グループは、徹底した品質管理の下で製品の製造に努めておりますが、万一不具合が発生した場合、不良

品の回収や交換、賠償等の損失コストの他、社会的信用低下による売上減少等が当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。

(3) 価格競争

当社グループを取巻く市場環境は厳しい状況にあり、競争の拡大等によって販売価格が低下傾向にあります。

全社をあげてコストダウンに努めてまいりますが、価格動向によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可

能性があります。

(4) 技術開発

当社グループは、様々な先端技術の開発及び製品化を進めておりますが、これらが遅延又は失敗した場合に

は、事業分野の拡大に支障をきたし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成26年８月22日開催の定時取締役会において、東京計器工業株式会社の失効替工事並びにこれに付帯又

は関連する一切の工事及び作業に係る事業を、平成26年10月１日をもって譲り受けることについて決議し、同日付で

事業譲渡契約書を東京計器工業株式会社と締結いたしました。

その主な内容は、次のとおりであります。

(1) 当社は、平成26年10月1日現在の譲渡対象事業に係る固定資産（建物・構築物等）を譲り受けます。

(2) 当社は、譲渡対象事業の譲渡代金として適正なる価額を支払うものといたします。

(3) その他必要な事項は、両社で協議のうえ決定いたします。

 

EDINET提出書類

株式会社東光高岳(E26713)

四半期報告書

 3/21



 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当社は、平成26年4月1日に、当社を存続会社として子会社の株式会社高岳製作所（以下「高岳製作所」とい

う）及び東光電気株式会社（以下「東光電気」という）を吸収合併し、商号を株式会社東光高岳ホールディン

グスから株式会社東光高岳に変更いたしました。

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動により個

人消費等の一部に弱さがみられるものの、企業収益の改善により設備投資が増加傾向にある等、基調的には緩

やかな回復を続けました。一方で、当社グループの最大の顧客である電力業界においては、引き続き徹底的な

経営効率化のもと、設備投資及び修繕費が抑制されております。

このような厳しい経営環境のもと、当第２四半期連結累計期間は、当社グループ一丸となって売上の拡大及

び原価低減、経費削減に取り組み、経営効率化に努めました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は前年第３四半期末に日本リライアン

ス株式会社及び株式会社ＲＡＳが新たに連結の範囲に加わったことにより41,953百万円（前年同期比7.7％増）

となりましたが、電力業界における市場競争激化の影響により営業損失は1,503百万円（前年同期は営業損失

561百万円）、経常損失は1,555百万円（前年同期は経常損失421百万円）、四半期純損失は1,011百万円（前年

同期は四半期純損失263百万円）となりました。

また、本合併に伴い、報告セグメントの区分を従来の「電力機器事業」、「計器事業」、「情報・エレクト

ロニクス装置事業」、「不動産・工事事業」から、「電力機器事業」、「計器事業」、「エネルギーソリュー

ション事業」、「情報・光応用検査機器事業」の区分へと変更しております。

なお、変更後の区分方法により作成した前２四半期連結累計期間のセグメント情報につきましては、売上

高、売上原価、販売費及び一般管理費の金額を遡って正確に抽出することが実務上困難であるため開示を行っ

ておりません。

電力機器事業は、主に電力機器の製造販売及び据付工事を行っており、売上高23,100百万円、セグメント利

益1,031百万円となりました。

計器事業は、主に各種計器の製造販売、電力量計器修理、計器失効替工事の請負等を行っており、売上高

13,826百万円、セグメント利益34百万円となりました。

エネルギーソリューション事業は、主にエネルギー計測・制御機器、電気自動車用急速充電器、産業機械用

駆動装置等の製造販売を行っており、売上高3,443百万円、セグメント損失388百万円となりました。

情報・光応用検査機器事業は、主に三次元検査装置、シンクライアントシステム、組込みソフトウェア等の

製造販売を行っており、売上高971百万円、セグメント損失259百万円となりました。

 
（２）財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ3,411百万円減少し、103,943百万円とな

りました。これは主に現金及び預金、受取手形及び売掛金の減少によるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べ692百万円減少し、54,778百万円となりました。これは主に借入金が減少し

たことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べ2,719百万円減少し、49,164百万円となりました。これは主に四半期純損

失の計上、退職給付会計基準等の変更、配当金の支払により利益剰余金が減少したことによるものです。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して2,503百万円減少

し、10,193百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動によるキャッシュ・フロ－は、531百万円の減少(前年同期は253百万円の増加）となりました。これ

は主に売上債権の減少3,888百万円による増加、たな卸資産の増加5,239百万円による減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動によるキャッシュ・フロ－は、545百万円の減少(前年同期は1,006百万円の減少）となりました。こ

れは主に定期預金の払戻による収入2,590百万円、有形及び無形固定資産の取得による支出3,217百万円による

ものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動によるキャッシュ・フロ－は、1,411百万円の減少(前年同期は524百万円の増加）となりました。こ

れは主に借入金の減少1,010百万円、配当金の支払400百万円によるものです。

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題　

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

（５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,716百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（６）従業員数

①　連結会社の状況

当第２四半期連結累計期間において、連結会社の従業員数の著しい増減はありません。

②　提出会社の状況

当第２四半期累計期間において、当社を存続会社として、当社の連結子会社であった高岳製作所及び東光

電気を消滅会社とする吸収合併を行ったこと等に伴い、当社の従業員数は1,813人増加し、1,839人となりま

した。

平成26年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数（人）

電力機器事業 1,239［282］

計器事業 117［ 35］

エネルギーソリューション事業 105［　6］

情報・光応用検査機器事業 38［　2］

報告セグメント計 1,499［325］

その他の事業 13［　2］

全社（共通） 327［ 39］

合計 1,839［366］
 

(注) １．従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）

であり、臨時従業員数は[　]内に当第２四半期累計期間の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。

３．全社（共通）は、主に本社管理部門及び研究開発部門に所属する人員であります。

EDINET提出書類

株式会社東光高岳(E26713)

四半期報告書

 5/21



第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在発行数
(株)

(平成26年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,276,305 16,276,305
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 16,276,305 16,276,305 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

― 16,276 ― 8,000 ― 2,000
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(6) 【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

東京電力株式会社 東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 5,671 34.84

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 559 3.43

富士電機株式会社 神奈川県川崎市川崎区田辺新田１番１号 389 2.39

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 212 1.30

三井生命保険株式会社 東京都千代田区大手町二丁目１番１号 209 1.28

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 200 1.22

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口9）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 192 1.18

東光高岳従業員持株会 東京都江東区豊洲五丁目６番36号 182 1.11

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 178 1.09

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 149 0.91

計 ― 7,945 48.81
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　53,700

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　16,040,300 160,403 ―

単元未満株式 普通株式 182,305 ― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 16,276,305 ― ―

総株主の議決権 ― 160,403 ―
 

(注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が300株(議決権３

個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  　　平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％)

株式会社東光高岳
東京都江東区豊洲五丁目
６番36号

53,700 ― 53,700 0.33

計 ― 53,700 ― 53,700 0.33
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、明治監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 16,276 11,193

  受取手形及び売掛金 21,585 17,684

  商品及び製品 2,667 3,230

  仕掛品 10,018 13,775

  原材料及び貯蔵品 5,114 6,029

  繰延税金資産 1,321 1,681

  その他 993 1,191

  貸倒引当金 △3 △2

  流動資産合計 57,972 54,784

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 34,192 35,919

    減価償却累計額 △22,381 △22,658

    建物及び構築物（純額） 11,810 13,261

   機械装置及び運搬具 19,788 19,099

    減価償却累計額 △17,326 △16,606

    機械装置及び運搬具（純額） 2,462 2,492

   工具、器具及び備品 10,789 11,248

    減価償却累計額 △9,849 △10,054

    工具、器具及び備品（純額） 939 1,194

   土地 24,250 24,591

   リース資産 72 70

    減価償却累計額 △49 △49

    リース資産（純額） 23 20

   建設仮勘定 1,550 765

   有形固定資産合計 41,037 42,324

  無形固定資産   

   のれん 279 240

   リース資産 6 5

   その他 2,198 2,285

   無形固定資産合計 2,485 2,531

  投資その他の資産   

   投資有価証券 2,068 2,144

   繰延税金資産 2,576 1,087

   その他 1,231 1,087

   貸倒引当金 △16 △15

   投資その他の資産合計 5,860 4,303

  固定資産合計 49,382 49,159

 資産合計 107,355 103,943
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 15,020 16,880

  短期借入金 8,178 8,218

  リース債務 12 10

  未払法人税等 404 150

  賞与引当金 866 1,539

  工事損失引当金 172 99

  事業構造改革引当金 147 52

  厚生年金基金脱退損失引当金 244 244

  製品保証引当金 153 149

  その他 6,212 5,018

  流動負債合計 31,413 32,365

 固定負債   

  長期借入金 3,079 2,029

  リース債務 18 16

  繰延税金負債 5,056 3,018

  修繕引当金 937 996

  役員退職慰労引当金 155 168

  環境対策引当金 251 251

  退職給付に係る負債 13,634 15,030

  その他 923 902

  固定負債合計 24,057 22,413

 負債合計 55,471 54,778

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,000 8,000

  資本剰余金 7,408 7,408

  利益剰余金 30,912 28,484

  自己株式 △67 △68

  株主資本合計 46,252 43,823

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 406 454

  繰延ヘッジ損益 △22 △11

  為替換算調整勘定 135 108

  退職給付に係る調整累計額 597 573

  その他の包括利益累計額合計 1,117 1,123

 少数株主持分 4,514 4,217

 純資産合計 51,884 49,164

負債純資産合計 107,355 103,943
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 38,962 41,953

売上原価 32,178 35,753

売上総利益 6,784 6,200

販売費及び一般管理費 ※  7,346 ※  7,703

営業損失（△） △561 △1,503

営業外収益   

 受取利息 6 7

 受取配当金 20 27

 為替差益 39 6

 設備賃貸料 128 122

 電力販売収益 41 48

 その他 24 36

 営業外収益合計 261 249

営業外費用   

 支払利息 50 53

 電力販売費用 23 24

 合併関連費用 － 138

 その他 47 85

 営業外費用合計 121 302

経常損失（△） △421 △1,555

特別利益   

 固定資産売却益 － 47

 投資有価証券売却益 3 －

 特別利益合計 3 47

特別損失   

 固定資産廃棄損 53 19

 固定資産売却損 0 27

 事務所移転費用 14 15

 事業整理損 － 33

 投資有価証券評価損 － 1

 特別損失合計 67 97

税金等調整前四半期純損失（△） △485 △1,605

法人税、住民税及び事業税 112 70

法人税等調整額 △240 △377

法人税等合計 △127 △307

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △357 △1,298

少数株主損失（△） △94 △286

四半期純損失（△） △263 △1,011
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △357 △1,298

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 161 47

 繰延ヘッジ損益 △6 10

 為替換算調整勘定 98 △36

 退職給付に係る調整額 － △24

 その他の包括利益合計 253 △3

四半期包括利益 △104 △1,302

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △35 △1,005

 少数株主に係る四半期包括利益 △69 △296
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純損失（△） △485 △1,605

 減価償却費 1,168 1,250

 のれん償却額 29 38

 投資有価証券売却損益（△は益） △3 －

 固定資産廃棄損 53 19

 固定資産売却損益（△は益） 0 △19

 投資有価証券評価損益（△は益） － 1

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △1

 受取利息及び受取配当金 △26 △35

 支払利息 50 53

 売上債権の増減額（△は増加） 7,079 3,888

 たな卸資産の増減額（△は増加） △2,866 △5,239

 仕入債務の増減額（△は減少） △3,193 1,987

 未払消費税等の増減額（△は減少） △494 △495

 賞与引当金の増減額（△は減少） △287 673

 工事損失引当金の増減額（△は減少） 19 △72

 事業構造改革引当金の増減額（△は減少） △132 △60

 修繕引当金の増減額（△は減少） 56 58

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △30 －

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － 13

 環境対策引当金の増減額（△は減少） △11 －

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △207

 その他 485 △434

 小計 1,410 △187

 利息及び配当金の受取額 26 35

 利息の支払額 △51 △52

 法人税等の支払額 △1,131 △326

 営業活動によるキャッシュ・フロー 253 △531

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の払戻による収入 － 2,590

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △901 △3,217

 有形及び無形固定資産の売却による収入 0 167

 投資有価証券の取得による支出 － △3

 投資有価証券の売却による収入 3 －

 貸付けによる支出 － △60

 貸付金の回収による収入 0 9

 その他 △109 △31

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,006 △545

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △620 40

 長期借入れによる収入 2,220 358

 長期借入金の返済による支出 △668 △1,408

 配当金の支払額 △405 △400

 その他 △1 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 524 △1,411

現金及び現金同等物に係る換算差額 44 △14

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △183 △2,503

現金及び現金同等物の期首残高 16,128 12,696

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,944 ※  10,193
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更　

第１四半期連結会計期間より、当社を存続会社として、当社の連結子会社であった株式会社高岳製作所及び東光

電気株式会社を消滅会社とする吸収合併を行ったことにより、株式会社高岳製作所及び東光電気株式会社を連結の

範囲から除外しております。

 

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについ

て第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数

に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使

用する方法へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半

期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し

ております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が1,565百万円増加し、利益剰余金が1,007百

万円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１ 保証債務

従業員の銀行借入金に対し次のとおり保証しております。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

従業員（財形融資） 18百万円 16百万円
 

 

２ 受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 8百万円 11百万円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

給料諸手当及び賞与 1,979百万円 2,278百万円

賞与引当金繰入額 205 〃 430 〃

退職給付費用 234 〃 192 〃
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 19,534百万円 11,193百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △3,590 〃 △1,000 〃

現金及び現金同等物 15,944百万円 10,193百万円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 405 25.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月28日
取締役会

普通株式 405 25.00 平成25年９月30日 平成25年12月2日 利益剰余金
 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 405 25.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 405 25.00 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
 

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
電力機器
事業

計器
事業

情報・エレ
クトロニク
ス装置事業

不動産・
工事事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 22,876 13,808 1,418 859 38,962 ― 38,962

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,923 72 481 5 3,483 212 3,695

計 25,799 13,881 1,899 864 42,445 212 42,658

セグメント利益又は損失（△） 1,513 462 △245 217 1,948 △11 1,936
 

(注) １「その他」の区分は、事業セグメントに帰属しない当社分であります。

２ 第１四半期連結会計期間からの区分方法変更前の報告セグメントに基づいて算定したものであります。

関連する情報を「Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日) ３．報告

セグメントの変更等に関する事項」に記載しております。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,948

「その他」の区分の損失（△） △11

セグメント間取引消去 49

全社費用(注) △2,560

その他の調整額 12

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △561
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計
電力機器
事業

計器
事業

エネルギー
ソリュー
ション事業

情報・光応
用検査機器

事業
計

売上高        

  外部顧客への売上高 23,100 13,826 3,443 971 41,341 611 41,953

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

3,310 209 268 845 4,633 35 4,669

計 26,410 14,035 3,712 1,816 45,975 647 46,622

セグメント利益又は損失（△） 1,031 34 △388 △259 417 226 644
 

(注) 「その他」の区分に含まれる事業は、不動産賃貸業等であります。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 417

「その他」の区分の利益 226

セグメント間取引消去 △12

全社費用(注) △2,139

その他の調整額 3

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △1,503
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

平成26年４月１日、当社を存続会社として、当社の連結子会社である株式会社高岳製作所及び東光電気株式会

社を消滅会社とする吸収合併を行ったことに伴い、報告セグメントの区分を従来の「電力機器事業」、「計器事

業」、「情報・エレクトロニクス装置事業」、「不動産・工事事業」から、「電力機器事業」、「計器事業」、

「エネルギーソリューション事業」、「情報・光応用検査機器事業」の区分へと変更しております。

なお、変更後の区分方法により作成した前第２四半期連結累計期間のセグメント情報につきましては、売上

高、売上原価、販売費及び一般管理費の金額を遡って正確に算定することが実務上困難であるため開示を行って

おりません。

また、当第２四半期連結累計期間のセグメント情報を前第２四半期連結累計期間の区分方法により作成した情

報につきましても、売上高、売上原価、販売費及び一般管理費の金額を遡って正確に算定することが実務上困難

であるため開示を行っておりません。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △16円22銭 △62円37銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純損失金額(△)(百万円) △263 △1,011

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る四半期純損失金額(△)(百万円) △263 △1,011

   普通株式の期中平均株式数(千株) 16,225 16,222
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

当社は、平成26年８月22日付で東京計器工業株式会社と同社の失効替工事並びにこれに付帯又は関連する一切の工

事及び作業（以下「失効替工事等」という）に係る事業を譲り受ける事業譲渡契約書を締結し、平成26年10月１日を

もって当該事業を譲り受けております。

１．事業譲受の概要

① 相手企業の名称及び取得した事業の内容

名　　　　　　 称　 東京計器工業株式会社

取得した事業の内容　 電力量計の失効替工事等

 

② 事業譲受を行った主な理由

失効替工事等については、現在、当社と東京計器工業株式会社の２社が東京電力株式会社より受託しており

ますが、事業譲受けによりスケールメリットを活かした事業の効率化が期待できることから、事業を譲り受け

ることとしたものであります。

③ 企業結合日

平成26年10月１日

④ 企業結合の法的形式

現金を対価とする事業譲受

２．取得した事業の取得原価及びその内訳

取得の対価 現金及び預金 213百万円

取得に直接要した費用 現時点では確定しておりません。
 

 

３．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 
 

２ 【その他】

第３期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年10月30日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　 405百万円

②　１株当たりの金額      　                      25円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成26年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月７日

株式会社東光高岳

取締役会  御中

　

明治監査法人
 

　
　代表社員

業務執行社員
 公認会計士   二階堂 博 文   印

 

　代表社員

業務執行社員
 公認会計士   小 貫 泰 志   印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東光高岳

の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの連結会計年度の第2四半期連結会計期間(平成26年7月1日から平成26年9月

30日まで)及び第2四半期連結累計期間(平成26年4月1日から平成26年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算

書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東光高岳及び連結子会社の平成26年9月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第2四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年8月22日付で東京計器工業株式会社と同社の失効替工事並び

にこれに付帯又は関連する一切の工事及び作業に係る事業を譲り受ける事業譲渡契約書を締結し、平成26年10月1日を

もって当該事業を譲り受けている。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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